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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第２四半期
連結累計期間

第47期
第２四半期
連結累計期間

第46期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高（営業収益） （百万円） 105,078 109,593 196,134

経常利益 （百万円） 10,414 5,096 8,381

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 8,255 3,921 6,273

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 8,662 3,622 6,748

純資産額 （百万円） 160,824 155,119 152,759

総資産額 （百万円） 409,400 411,136 402,088

１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） 152.81 75.66 117.60

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 39.0 37.4 37.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 16,967 7,746 32,610

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △8,036 △9,858 △15,238

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,007 1,716 △11,411

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 18,049 17,692 18,086

 

回次
第46期

第２四半期
連結会計期間

第47期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 150.36 97.51

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．当社は、平成29年６月１日付で普通株式１株につき1.1株、平成30年６月１日付で普通株式１株につき

1.25株の株式分割を行ったが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四

半期（当期）純利益を算定している。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はない。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間の沖縄県経済は、足元で台風等の影響がみられるものの、基調としては個人消費は堅

調、観光関連は好調に推移しており、また、建設関連も公共投資が底堅く推移していることから、全体として拡大

している。

当第２四半期連結累計期間の販売電力量は、電灯については、お客さま数が増加したものの、猛暑だった前年に

比べ夏場の気温が低めに推移したことなどによる需要減により、前年同期を下回った。また、電力については、猛

暑だった前年に比べ夏場の気温が低めに推移したことや、他事業者への契約切り替えによる需要減により、前年同

期を下回った。

この結果、電灯と電力の販売電力量合計は、前年同期に比べ2.0％減の41億13百万kWhとなった。

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高（営業収益）については、電気事業において、販売電力量の減

少があったものの、燃料費調整制度の影響により、前年同期に比べ45億15百万円増（4.3％増）の1,095億93百万円

となった。営業費用については、電気事業において、燃料費や他社購入電力料、修繕費が増加したことから、前年

同期に比べ100億40百万円増（10.7％増）の1,040億２百万円となった。

この結果、営業利益は前年同期に比べ55億24百万円減（49.7％減）の55億90百万円となった。

また、営業外損益を含めた経常利益は53億18百万円減（51.1％減）の50億96百万円、親会社株主に帰属する四半

期純利益は43億34百万円減（52.5％減）の39億21百万円となった。

なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の

修繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。

当第２四半期連結累計期間の財政状態は、資産については、受取手形及び売掛金やたな卸資産の増加などによ

り、前連結会計年度末に比べ90億48百万円増（2.3％増）の4,111億36百万円となった。負債については、有利子負

債や支払手形及び買掛金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ66億87百万円増（2.7％増）の2,560億16百万

円となった。純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上などにより、前連結会計年度末に比べ

23億60百万円増（1.5％増）の1,551億19百万円となった。

この結果、自己資本比率は、前連結会計年度に比べ0.3ポイント減の37.4％となった。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりである。

①電気事業

売上高については、販売電力量の減少があったものの、燃料費調整制度の影響により、前年同期に比べ41億11

百万円増（4.0％増）の1,057億76百万円となった。営業費用については、燃料費や他社購入電力料、修繕費が増

加したことから、前年同期に比べ96億60百万円増（10.7％増）の1,003億57百万円となった。

この結果、営業利益は前年同期に比べ55億48百万円減（50.6％減）の54億19百万円となった。

②その他

売上高については、電気事業向け工事や民間工事の増などにより、前年同期に比べ13億63百万円増（7.2％

増）の202億68百万円となった。営業費用については、13億14百万円増（7.0％増）の201億84百万円となった。

この結果、営業利益は前年同期に比べ49百万円増（141.2％増）の84百万円となった。

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローは、営業活動については、たな卸資産の増減額や税金等調整前

四半期純利益の減少などにより、前年同期に比べ92億20百万円減（54.3％減）の77億46百万円の収入となった。投

資活動については、固定資産の取得による支出の増加などにより、前年同期に比べ18億22百万円増（22.7％増）の

98億58百万円の支出となった。

この結果、差し引きのフリー・キャッシュ・フローは21億11百万円の支出となった。

財務活動については、有利子負債の増加などにより、17億16百万円の収入となったことから、現金及び現金同等

物の当第２四半期末残高は、前連結会計年度末に比べ３億94百万円減（2.2％減）の176億92百万円となった。
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(3) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成

状況を判断するための客観的な指標等について重要な変更はない。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億55百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資本の財源については、電気事業等を行うための設備投資と債務償還などに必要な資金を、自己

資金に加えて、金融機関からの長期借入や社債発行により調達している。また、短期的な運転資金を銀行借入やコ

マーシャル・ペーパー発行により調達している。資金の流動性については、各種計画に基づき、適時に資金繰計画

を作成・更新するほか、当座借越枠の設定やコミットメントラインの取得により確保している。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,800,000

計 92,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数（株)
（平成30年９月30日）

提出日現在
発行数（株)

（平成30年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 54,217,110 54,217,110

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数

100株

計 54,217,110 54,217,110 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

          該当事項はない。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

          該当事項はない。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年７月１日～

平成30年９月30日
－ 54,217,110 － 7,586 － 7,141
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(5)【大株主の状況】

  平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

 日本マスタートラスト信託

 銀行株式会社（信託口）
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,695 9.06

 日本トラスティ・サービス信託

 銀行株式会社（信託口）
 東京都中央区晴海一丁目8番11号 4,086 7.88

 沖縄県知事  沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号 2,693 5.20

 沖縄電力社員持株会  沖縄県浦添市牧港五丁目2番１号 2,509 4.84

 株式会社沖縄銀行  沖縄県那覇市久茂地三丁目10番1号 2,406 4.64

 日本トラスティ・サービス信託

 銀行株式会社（信託口９）
 東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,304 2.52

 株式会社みずほ銀行  東京都千代田区大手町一丁目５番５号 1,278 2.47

 日本生命保険相互会社
 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

 日本生命証券管理部内
1,204 2.32

 明治安田生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 995 1.92

 株式会社沖縄海邦銀行  沖縄県那覇市久茂地二丁目9番12号 760 1.47

計 － 21,936 42.32

（注)１．上記のほか、当社が保有する自己株式が、2,389千株ある。

 

 

　　 ２．平成28年９月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、大和住銀投信投資顧問株式会

社が平成28年９月15日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているものの、当社として当第２四

半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていな

い。

        なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。また、当社は、平成29年６月１日付で普通株式１

株につき1.1株の株式分割、平成30年６月１日付で普通株式１株につき1.25株の株式分割を行っている

が、下記の保有株券等の数は、当該株式分割前の株式数を記載している。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等
保有割合
(％)

 大和住銀投信投資顧問株式会社  東京都千代田区霞が関三丁目２番１号  株式 1,986,000 5.04
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３．平成28年10月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、株式会社みずほ銀行及びその

共同保有者であるみずほ信託銀行株式会社、アセットマネジメントOne株式会社が平成28年10月14日現在

で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在におけ

るアセットマネジメントOne株式会社の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含

めていない。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。また、当社は、平成29年６月１日付で普通株式１

株につき1.1株の株式分割、平成30年６月１日付で普通株式１株につき1.25株の株式分割を行っている

が、下記の保有株券等の数は、当該株式分割前の株式数を記載している。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等
保有割合
(％)

 株式会社みずほ銀行  東京都千代田区大手町一丁目５番５号  株式 　　929,668 2.36

 みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲一丁目２番１号  株式 　　170,775 0.43

 アセットマネジメントOne株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目８番２号  株式 　1,146,700 2.91

合計 －  株式 　2,247,143 5.70

 

４．平成29年10月２日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

及びその共同保有者である三菱ＵＦＪ国際投信株式会社、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社

が平成29年９月25日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当第２四半

期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めていない。

　　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりである。また、当社は平成30年６月１日付で普通株式１株

につき1.25株の株式分割を行っているが、下記の保有株券等の数は、当該株式分割前の株式数を記載して

いる。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等
保有割合
(％)

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号  株式 　1,943,793 4.48

 三菱ＵＦＪ国際投信株式会社  東京都千代田区有楽町一丁目12番１号  株式 　　148,300 0.34

 三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

 証券株式会社
 東京都千代田区丸の内二丁目５番２号  株式 　　104,769 0.24

合計 －  株式 　2,196,862 5.06
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,389,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,555,100 515,551 －

単元未満株式 普通株式 272,910 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 54,217,110 － －

総株主の議決権 － 515,551 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,200株（議決権の数22個）

含まれている。

②【自己株式等】

平成30年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

（％）

沖縄電力株式会社
沖縄県浦添市牧港

五丁目２番１号
2,389,100 － 2,389,100 4.41

計 － 2,389,100 － 2,389,100 4.41

 

２【役員の状況】

該当事項はない。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。

 

EDINET提出書類

沖縄電力株式会社(E04509)

四半期報告書

10/22



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

資産の部   

固定資産 354,495 350,705

電気事業固定資産 303,886 296,959

汽力発電設備 111,509 106,995

内燃力発電設備 16,217 15,715

送電設備 49,150 48,064

変電設備 34,189 33,452

配電設備 77,513 77,646

業務設備 14,041 13,862

その他の電気事業固定資産 1,264 1,221

その他の固定資産 16,057 16,102

固定資産仮勘定 10,616 14,084

建設仮勘定及び除却仮勘定 10,616 14,084

投資その他の資産 23,935 23,560

長期投資 9,607 9,170

繰延税金資産 10,794 10,992

その他 3,593 3,456

貸倒引当金（貸方） △60 △60

流動資産 47,593 60,431

現金及び預金 21,010 20,619

受取手形及び売掛金 10,482 18,385

たな卸資産 ※１ 10,206 ※１ 15,921

その他 6,007 5,723

貸倒引当金（貸方） △113 △218

合計 402,088 411,136
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年９月30日)

負債及び純資産の部   

固定負債 187,403 185,266

社債 55,000 55,000

長期借入金 94,975 94,087

リース債務 24,077 23,333

退職給付に係る負債 10,590 10,749

その他 2,760 2,096

流動負債 61,926 70,750

1年以内に期限到来の固定負債 23,720 23,906

短期借入金 1,240 1,758

コマーシャル・ペーパー 4,000 8,000

支払手形及び買掛金 12,433 15,886

未払税金 3,166 4,032

その他 17,365 17,167

負債合計 249,329 256,016

株主資本 148,706 151,370

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,212 7,212

利益剰余金 139,131 141,808

自己株式 △5,224 △5,237

その他の包括利益累計額 2,837 2,539

その他有価証券評価差額金 2,962 2,638

繰延ヘッジ損益 11 12

退職給付に係る調整累計額 △136 △111

非支配株主持分 1,216 1,209

純資産合計 152,759 155,119

合計 402,088 411,136
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業収益 ※２ 105,078 ※２ 109,593

電気事業営業収益 100,650 104,563

その他事業営業収益 4,427 5,030

営業費用 ※１,※２ 93,962 ※１,※２ 104,002

電気事業営業費用 89,666 99,067

その他事業営業費用 4,296 4,935

営業利益 11,115 5,590

営業外収益 383 404

受取配当金 106 116

受取利息 7 5

物品売却益 58 96

持分法による投資利益 107 71

その他 103 114

営業外費用 1,083 898

支払利息 936 813

その他 147 85

四半期経常収益合計 105,461 109,997

四半期経常費用合計 95,046 104,901

経常利益 10,414 5,096

税金等調整前四半期純利益 10,414 5,096

法人税等 2,147 1,173

四半期純利益 8,267 3,923

非支配株主に帰属する四半期純利益 12 1

親会社株主に帰属する四半期純利益 8,255 3,921
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 8,267 3,923

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 294 △325

繰延ヘッジ損益 68 0

退職給付に係る調整額 31 25

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 394 △300

四半期包括利益 8,662 3,622

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 8,648 3,623

非支配株主に係る四半期包括利益 13 △1
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 10,414 5,096

減価償却費 11,855 11,484

固定資産除却損 340 46

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 165 159

受取利息及び受取配当金 △113 △121

支払利息 936 813

売上債権の増減額（△は増加） △7,390 △7,902

たな卸資産の増減額（△は増加） 916 △5,496

仕入債務の増減額（△は減少） 652 3,453

その他 1,115 2,389

小計 18,894 9,922

利息及び配当金の受取額 127 137

利息の支払額 △960 △815

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,093 △1,497

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,967 7,746

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △8,470 △10,088

固定資産の売却による収入 114 106

投融資による支出 △13 △35

投融資の回収による収入 24 16

その他 308 141

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,036 △9,858

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 9,966 -

社債の償還による支出 △5,000 -

長期借入れによる収入 56 5,299

長期借入金の返済による支出 △6,258 △6,021

短期借入金の純増減額（△は減少） 230 518

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） - 4,000

配当金の支払額 △1,177 △1,242

その他 △824 △836

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,007 1,716

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,923 △394

現金及び現金同等物の期首残高 12,126 18,086

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 18,049 ※１ 17,692
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 

（追加情報）

        （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示する方法に変更している。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産

たな卸資産の内訳は以下のとおり。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年９月30日）

商品及び製品 472百万円 975百万円

仕掛品 489 667

原材料及び貯蔵品 9,243 14,278

計 10,206 15,921
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．営業費用の内訳

（１）電気事業営業費用の内訳は次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

人件費 8,576百万円 8,748百万円

(うち退職給付費用) (581) (575)

燃料費 24,028 28,697

その他 57,200 61,820

小計 89,805 99,266

相殺消去額 △139 △199

合計 89,666 99,067

 

（２）電気事業営業費用のうち、販売費及び一般管理費の内訳（相殺消去前）は次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

人件費 4,565百万円 4,655百万円

 (うち退職給付費用) (581) (575)

その他 4,245 4,250

合計 8,811 8,905

 

 

※２．売上高等の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどによ

り、四半期の業績に季節的変動がある。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 ※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

現金及び預金 21,539百万円 20,619百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3,490 △2,927

現金及び現金同等物 18,049 17,692
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,178 30

平成29年

３月31日

平成29年

６月30日
利益剰余金

(注)当社は、平成29年６月１日付で普通株式１株につき1.1株の株式分割を行ったが、当該株式分割は平成29年６

月１日を効力発生日としているので、平成29年３月31日を基準日とする配当については、株式分割前の株式

数を基準に実施している。

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 1,296 30

平成29年

９月30日

平成29年

12月１日
利益剰余金

 

 

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,244 30

平成30年

３月31日

平成30年

６月29日
利益剰余金

(注)当社は、平成30年６月１日付で普通株式１株につき1.25株の株式分割を行ったが、当該株式分割は平成30年

６月１日を効力発生日としているので、平成30年３月31日を基準日とする配当については、株式分割前の株

式数を基準に実施している。

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年10月31日

取締役会
普通株式 1,554 30

平成30年

９月30日

平成30年

11月30日
利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 100,726 4,352 105,078 － 105,078

セグメント間の内部売上高

又は振替高
938 14,553 15,491 △15,491 －

計 101,664 18,905 120,570 △15,491 105,078

セグメント利益 10,967 34 11,002 112 11,115

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・建築・電気・

管・電気通信工事の施工、電力設備工事の施工及び保守点検、電気機械設備の受託運転などの事業

を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額112百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成30年４月１日　至 平成30年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 104,639 4,953 109,593 － 109,593

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,136 15,315 16,452 △16,452 －

計 105,776 20,268 126,045 △16,452 109,593

セグメント利益 5,419 84 5,503 86 5,590

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・建築・電気・

管・電気通信工事の施工、電力設備工事の施工及び保守点検、電気機械設備の受託運転などの事業

を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額86百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日）

１株当たり四半期純利益 152円81銭 75円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
8,255 3,921

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
8,255 3,921

普通株式の期中平均株式数（千株） 54,025 51,831

（注）１．当社は、平成29年６月１日付で普通株式１株につき1.1株、平成30年６月１日付で普通株式１株に

つき1.25株の株式分割を行ったが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１

株当たり四半期純利益を算定している。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

２【その他】

（１）平成30年10月31日開催の取締役会において、第47期の中間配当に関し次のとおり決議した。

中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　　1,554百万円

１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　 30円

支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 　平成30年11月30日

　　　　（注）平成30年９月30日現在の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行う。

 

（２）その他、特記すべき事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年11月８日

沖縄電力株式会社   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 磯　俣　　克　平　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 城　戸　　昭　博　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 濵　村　　正　治　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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